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２３）『三重県史 資料編 現代２ 産業・経済』（１９９３
年）１１１頁。原史料は GHQ/SCAP文書『Annex D
to Mie Military Government Team Activities Report,
March１９４７』国立国会図書館憲政資料室蔵。
２４）バーンズ少佐は１９４７年３月に着任した２代目の
軍政部長であり，４８年３月まで在任した。
２５）前掲『食糧管理に関する三重県行政のあゆみ』
１５８頁。
２６）槌谷定子「回顧録 終戦直後の三重県」（『三重
県史研究 第４号』１９８７年），著者の槌谷氏は三重
軍政部の日本人スタッフとして勤務し，ジープに
よる供米督励に同行した経験を持つ。その後軍政
部が民事部に改称された後は，東海北陸地方民事
部経済課に転属し，４Hクラブの育成に務めた。
２７）農民運動研究会編『日本農民運動史』（御茶の水
書房，１９８９年）１１２９頁。当該部分の執筆は山口武
秀によるものである。
２８）前掲『日本農民運動史』１１３０頁。
２９）前掲『日本農民運動史』１１３１頁。
３０）山口武秀『農民運動家の記録』（三一書房，１９７２
年）３０頁。
３１）前掲『日本農民運動史』１１３７頁。
３２）前掲『日本農民運動史』１１４１頁。
３３）山口武秀『戦後日本の農民運動』（黄土社，１９５３
年）４５頁。
３４）前掲『戦後日本の農民運動』４６頁。
３５）前掲『戦後日本の農民運動』４７頁。
３６）前掲『戦後日本の農民運動』４８頁。
３７）前掲『戦後日本の農民運動』５０頁。
３８）川俣英一「占領政策の地方的展開」（『茨城県立
歴史館報』第１７号，１９９０年）。
３９）茨城新聞社史編さん委員会編『茨城新聞百年史』
（茨城新聞社，１９９２）２９６頁。
４０）たとえば拙稿「戦後群馬県の食糧供出問題――
米「移入県」としての特質」（『同時代史研究 第
２号』２００９年）。
４１）浜野清『栃木県農民運動史 戦後編』（１９９２年）
１５頁。
４２）青木恵一郎編『日本農民運動史料集成 第三巻』
（三一書房，１９７７年）２２頁。
４３）前掲浜野著４５頁。なおこの時期の日農栃木県連
の運動方針に「個人割当を廃止して部落割当とす
ること」という要求項目があることは興味深い。
戦後における個人割当は，戦時期における部落責
任割当に対する批判として，戦後供出の「民主化」
の一環として政府側が提示したものであった。し
86
かし日農栃木県連はこれを「個人割当の現状にて
は部落有力者が独善的に少数の役員にて親戚役員
のみ都合好く不公平なる割当をなす結果となる」
という理由で反対している。つまり割当プロセス
の透明化の前に，個人割当のみを導入することで
一部農民の供出負担を一層重くする可能性を考慮
してのことであった。
４４）前掲浜野著５７頁。
４５）前掲浜野著２２０頁。
４６）日本農政史編集委員会編『戦後日本農政史資料
総覧』（戦後日本農政史刊行会，１９６７年）８７頁。
４７）食糧庁『食糧管理史 各論』（１９７０年）８０４頁。
食確法では，収穫確認前に割当量を決定する事前
割当制度が導入され，作況確認後に減収に応じた
補正がなされることになっていた。しかし増収の
場合の追加割当については，後述のように制度化
されていなかった。
４８）前掲『食糧管理史 各論』８０５頁。
４９）農業調整委員会は，食確法に基づき，従来の食
糧調整委員会を改組した委員会である。割当の議
決機関であった食糧調整委員会から，諮問機関へ
権限が縮小された。
５０）前掲浜野著２２４頁。
５１）前掲『食糧管理史 各論』６１７頁。
５２）前掲浜野著２２５頁。
５３）前掲浜野著２２６頁。
５４）前掲浜野著２３１頁。
５５）前掲浜野著２３９頁。
５６）拙稿「占領期新潟県の米穀供出問題」（『社会科
学年報』，２００５年所収）において，新潟県における
農民運動指導者，玉井潤次などの活動について紹
介している。
５７）拙稿「食糧供出と農地改革－埼玉県南埼玉郡八
條村を事例として－」（『土地制度史学』１６１号，１９９８
年所収）
戦後食糧供出問題と農民運動―いわゆる「ジープ供出」を巡って
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